
個票

個票

別紙様式第１　様式２ ①

（令和７年度予算分） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （都道府県分）

自治体名 静岡県

本事業の担当部局名 健康福祉部こども若者局こども政策課

区分 諸謝金 賃金 報償費 旅費 需用費 役務費

総事業費 0 0 0 170,000 51,000 59,000 

対象経費支出予定額 0 0 0 0 51,000 59,000 

対象外経費支出予定額 0 0 0 170,000 0 0 

区分 委託料 使用料及び賃借料 負担金 補助金 計

総事業費 0 0 6,166,560 0 6,446,560 

対象経費支出予定額 0 0 6,166,560 0 6,276,560 

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 170,000 

〇 ※上記対象経費支出予定額に本交付金の対象外となる経費は含まれていない。

＜自治体における少子化対策の全体像＞※全事業共通

＜本個別事業の位置付け＞

＜過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）＞

事業メニュー ライフデザイン・結婚支援重点推進事業

区分 重点メニュー

関連事業メニュー 1_2_1 自治体間連携を伴うライフデザイン・結婚支援重点推進

個別事業名 しずおか結婚応援協議会連携強化事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

継続

実施期間 令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 事業開始年度 令和3年度

総事業費（Ａ）（円） 6,446,560 寄付金その他の収入予定額（Ｂ）（円） 0 差引額（Ａ-Ｂ）（円） 6,446,560 

対象経費支出予定額（円）
※補助率を乗じる前の額

6,276,560 

過年度に引き続き、婚姻件数や婚姻率の低下に歯止めをかけるべく、出会いの場の創出を重点的に行うほか、若い世代に
対するライフデザイン支援、子育てと仕事の両立支援、県と市町で協働した子育て環境の整備に重点的に取り組んでいく。
その際、EBPMを意識した事業を推進するため、参加者へのアンケート調査、市町との意見交換会等を通じて、次年度以降
により効果的な取組を行えるように留意する。

本事業は、プランの基本方針である、「結婚・出産・子育ての選択ができ希望がかなえられる社会を実現」に係る事業として
位置付けており、静岡県における結婚支援事業の基盤となる結婚支援センターを運営し、しずおかマリッジの会員数の増
加や成婚件数の向上を目指すものである。

番号 項目 内容

1

しずおか結婚応援協
議会の運営

県と市町が、地域における結婚支援の実情と課題の共有、県と市町の役割分担に関する検討、今後の取組の
協議を行い、協力して出会いの機会・場を創出するための協議会を運営する（年２回開催予定）。
　また、県内企業・団体へ協議会員が訪問し、しずおかマリッジの広報の協力依頼と共に、しずおかマリッジの魅
力向上につながる協賛店への登録を依頼する。

会員からは、マッチングの機会を増やすために会員の数を増やしてほしいといった要望等が寄せられている。
システム上、お見合いの申込みは一日一回であるが、登録歴の長い会員の中には、既に申込みをしたことのある会員しか表示されず、新たな
出会いの場を提供できていない場合がある。
以上から、サービスの向上や広報について市町と連携して行うことを強化し、より多くの新規会員を獲得する必要がある。
課題に対応するため、令和８年度も引き続き、しずおかマリッジの魅力の一つである協賛店の拡大と、新規会員獲得に向けた県内企業・団体の
訪問や、市町が実施する婚活イベント参加者に向けた出張登録相談会等の開催を行うことで、会員数の増加を図り。今年度以上の成婚数の向
上につなげていく。

費
用
内
訳
（
円
）

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け

個
別
事
業
の
内
容



KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

しずおかマリッジにおける年間成婚件数 件 R8年度：30(R7～11年度） 41（R6年度）
男性の育児休業取得率 ％ 52.3（R8年度） 44.1（R6年度）

項目 単位 直近の実績値（時点）

合計特殊出生率 1.19（R6年）
婚姻件数 件 12,316(R6年）
婚姻率 3.6（R5年）

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

番号 項目

（アウトプット）

① 企業・団体訪問数 件 250（R8年度) 140(R7.12時点）
② 出張・登録相談会の参加者数 人 90（R8年度) 89(R7.12時点）
③

④

⑤

（アウトカム) 

① 交付金事業に対する事業対象者（住民等）の満足度（該当事業に限る。） ％

② 希望どおりの結婚に向けて後押ししてくれたと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

③ 結婚、妊娠・出産、子育てに前向きになったと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

④ 協賛店登録数 件 180（R8年度) 151（R7.12時点）
⑤ 出張登録・相談会参加者の満足度 ％ 100（R8年度） 集計予定（R8.3）
⑥

⑦

⑧

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標
※全事業共通

参考指標
※全事業共通

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的
成果目標



個票

個票

別紙様式第１　様式２ ②

（令和７年度予算分） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （都道府県分）

自治体名 静岡県

本事業の担当部局名 健康福祉部こども若者局こども政策課

区分 諸謝金 賃金 報償費 旅費 需用費 役務費

総事業費 0 0 0 0 0 0 

対象経費支出予定額 0 0 0 0 0 0 

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0 0 

区分 委託料 使用料及び賃借料 負担金 補助金 計

総事業費 0 0 9,072,780 0 9,072,780 

対象経費支出予定額 0 0 9,072,780 0 9,072,780 

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0 

〇 ※上記対象経費支出予定額に本交付金の対象外となる経費は含まれていない。

＜自治体における少子化対策の全体像＞※全事業共通

＜本個別事業の位置付け＞

＜過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）＞

事業メニュー 結婚支援コンシェルジュ事業

区分 結婚支援コンシェルジュ事業

関連事業メニュー 2_1 結婚支援コンシェルジュ事業

個別事業名 しずおか出会い応援事業（結婚支援コンシェルジュの配置）
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

継続

実施期間 令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 事業開始年度 令和4年度

総事業費（Ａ）（円） 9,072,780 寄付金その他の収入予定額（Ｂ）（円） 0 差引額（Ａ-Ｂ）（円） 9,072,780 

対象経費支出予定額（円）
※補助率を乗じる前の額

9,072,780 

過年度に引き続き、婚姻件数や婚姻率の低下に歯止めをかけるべく、出会いの場の創出を重点的に行うほか、若い世代に
対するライフデザイン支援、子育てと仕事の両立支援、県と市町で協働した子育て環境の整備に重点的に取り組んでいく。
その際、EBPMを意識した事業を推進するため、参加者へのアンケート調査、市町との意見交換会等を通じて、次年度以降
により効果的な取組を行えるように留意する。

本事業は、プランの基本方針である、「結婚・出産・子育ての選択ができ希望がかなえられる社会を実現」に係る事業として
位置付けており、当県の結婚支援センターは、県と市町が協力して運営していることから、結婚支援コンシェルジュを結婚支
援センターに配置することにより、より効果的に県・市町等との更なる連携強化を目指すものである。

番号 項目 内容

1

①配置先
②雇用形態
③配置人数
④人数の考え方・役
割分担
⑤実施体制

①しずおかマリッジ
②フルタイム
③２人
④メインの担当を市町担当と企業担当に分けて配置し、相互にサブコンシェルジュを担う
⑤しずおか結婚応援協議会から、当県の結婚支援拠点「しずおかマリッジ」の運営受託会社に対して、結婚支援
コンシェルジュ業務を委託する。しずおかマリッジに配置することで、県内市町の結婚支援を技術面・情報面から
支援する。

当県では、しずおか結婚応援協議会を設立し、県と全市町が連携して結婚支援に取り組んでいるが、県内35市町のうち、市町独自の結婚支援
に取り組む市町は、31市町となっており（昨年（令和６年度）は30市町）未だに未実施市町がある。
結婚支援コンシェルジュの活用により、結婚支援に取り組む市町をさらに増加させるとともに、企業等との連携の強化を図るため、企業における
結婚支援に係る取組などの状況把握を行い、市町の事業範囲の拡大を目指し、県全体の結婚支援に対する取組の深化を図る。

費
用
内
訳
（
円
）

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け

個
別
事
業
の
内
容



KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

しずおかマリッジにおける年間成婚件数 件 R8年度：30(R7～11年度） 41（R6年度）
男性の育児休業取得率 ％ 52.3（R8年度） 44.1（R6年度）

項目 単位 直近の実績値（時点）

合計特殊出生率 1.19（R6年）
婚姻件数 件 12,316(R6年）
婚姻率 3.6（R5年）

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

番号 項目

（アウトプット）

① 対面・オンラインによる個別訪問市町数/管内市町数 ％ 100（毎年度） 100（(R7.12時点））

② 対面・オンラインによる企業・団体等への個別訪問数 社 220（R8年度) 171(R7.12時点）
③

④

⑤

（アウトカム) 

① 交付金事業に対する事業対象者（住民等）の満足度（該当事業に限る。） ％

② 希望どおりの結婚に向けて後押ししてくれたと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

③ 結婚、妊娠・出産、子育てに前向きになったと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

④ 市町職員のコンシェルジュ事業に対する満足度 ％ 80（R8年度) 集計予定（R8.3）
⑤ コンシェルジュの働きかけにより取組を始めた市町数 市町 2（R8年度) 集計予定（R8.3）
⑥

⑦

⑧

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標
※全事業共通

参考指標
※全事業共通

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的
成果目標



個票

個票

別紙様式第１　様式２ ③

（令和７年度予算分） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （都道府県分）

自治体名 静岡県

本事業の担当部局名 健康福祉部こども若者局こども政策課

区分 諸謝金 賃金 報償費 旅費 需用費 役務費

総事業費 0 0 0 0 0 0 

対象経費支出予定額 0 0 0 0 0 0 

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0 0 

区分 委託料 使用料及び賃借料 負担金 補助金 計

総事業費 3,699,000 0 33,881,805 0 37,580,805 

対象経費支出予定額 3,699,000 0 26,481,805 0 30,180,805 

対象外経費支出予定額 0 0 7,400,000 0 7,400,000 

〇 ※上記対象経費支出予定額に本交付金の対象外となる経費は含まれていない。

＜自治体における少子化対策の全体像＞※全事業共通

＜本個別事業の位置付け＞

＜過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）＞

事業メニュー ライフデザイン・結婚支援重点推進事業

区分 一般メニュー

関連事業メニュー 1_1_1 結婚支援センターに関する取組

個別事業名 しずおか出会い応援事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

継続

実施期間 令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 事業開始年度 令和3年度

総事業費（Ａ）（円） 37,580,805 寄付金その他の収入予定額（Ｂ）（円） 17,600,000 差引額（Ａ-Ｂ）（円） 19,980,805 

対象経費支出予定額（円）
※補助率を乗じる前の額

30,180,805 

過年度に引き続き、婚姻件数や婚姻率の低下に歯止めをかけるべく、出会いの場の創出を重点的に行うほか、若い世代に
対するライフデザイン支援、子育てと仕事の両立支援、県と市町で協働した子育て環境の整備に重点的に取り組んでいく。
その際、EBPMを意識した事業を推進するため、参加者へのアンケート調査、市町との意見交換会等を通じて、次年度以降
により効果的な取組を行えるように留意する。

本事業は、プランの基本方針である、「結婚・出産・子育ての選択ができ希望がかなえられる社会を実現」に係る事業として
位置付けており、静岡県における結婚支援事業の基盤となる結婚支援センターを運営し、しずおかマリッジの会員数の増
加や成婚件数の向上を目指すものである。

番号 項目 内容

1

しずおかマリッジの運
営

県と市町の負担及び会員の利用登録料により、県全体で若者の結婚を支援する拠点として「しずおかマリッジ」
を運営し、以下の取組を行う。
・会員への個別相談の実施
・しずおかマリッジ主催の婚活イベントやセミナー等の開催※交付金未活用
・会員数の増加及びしずおかマリッジ認知度向上のための周知広報（チラシ・ポスター・ＨＰ・公式ＳＮＳ・自治体
広報誌など）
・会員数の増加及びしずおかマリッジ認知度向上のための企業訪問
・しずおかマリッジ職員のスキル向上のための研修会の開催
・会員への優待サービスの提供を行う協賛店の募集
※しずおかマリッジ職員数：６人（センター長１人、コンシェルジュ２人、相談員３人）

月によって、新規会員登録者に波があるほか、１年会員を基本としていることから、会員数は一定数を維持する状況が続き、伸び悩んでいる。
開設から３年が経った令和７年度から、会費収入の年間見込みを過去の実績を基に積算し直すことで、会費収入の目標値を再設定することとし
た。
その上で、やはり継続的な結婚支援センターの運営を実現するためには、新規会員の獲得に向けた、効果的な広報の実施が必要である。
これまでに実施した広報の効果を分析するとともに、ＳＮＳや新たな広報を実施し、より多くの新規会員獲得を目指す。

費
用
内
訳
（
円
）

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け

個
別
事
業
の
内
容



KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

しずおかマリッジにおける年間成婚件数 件 R8年度：30(R7～11年度） 41（R6年度）
男性の育児休業取得率 ％ 52.3（R8年度） 44.1（R6年度）

項目 単位 直近の実績値（時点）

合計特殊出生率 1.19（R6年）
婚姻件数 件 12,316(R6年）
婚姻率 3.6（R5年）

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

番号 項目

（アウトプット）

① しずおかマリッジの新規登録会員数 人 1,200(毎年度) 715(R7.12時点）
②

③

④

⑤

（アウトカム) 

① 交付金事業に対する事業対象者（住民等）の満足度（該当事業に限る。） ％

② 希望どおりの結婚に向けて後押ししてくれたと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

③ 結婚、妊娠・出産、子育てに前向きになったと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

④ 会員の個別相談の満足度 ％ 100(R8年度) 集計予定（R8.3）
⑤ しずおかマリッジにおけるお見合いの年間成立組数 組 1,700(R8年度） 1,568（R7.12時点）

⑥ しずおかマリッジにおける交際の年間成立組数 組 100(R8年度) 84（R7.12時点）
⑦

⑧

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標
※全事業共通

参考指標
※全事業共通

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的
成果目標



個票

個票

別紙様式第１　様式２ ④

（令和７年度予算分） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （都道府県分）

自治体名 静岡県

本事業の担当部局名 健康福祉部こども若者局こども政策課

区分 諸謝金 賃金 報償費 旅費 需用費 役務費

総事業費 0 0 0 0 0 0 

対象経費支出予定額 0 0 0 0 0 0 

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0 0 

区分 委託料 使用料及び賃借料 負担金 補助金 計

総事業費 69,000,000 0 0 0 69,000,000 

対象経費支出予定額 69,000,000 0 0 0 69,000,000 

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0 

〇 ※上記対象経費支出予定額に本交付金の対象外となる経費は含まれていない。

＜自治体における少子化対策の全体像＞※全事業共通

＜本個別事業の位置付け＞

＜過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）＞

事業メニュー 結婚_妊娠・出産_子育てに温かい社会づくり・気運醸成事業

区分 重点メニュー

関連事業メニュー 3_2_1 自治体間連携を伴う結婚、妊娠・出産、子育てに温かい社会づくり・気運醸成

個別事業名 しずおかみんなで子育て応援推進事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

新規

実施期間 令和8年4月1日 ～ 令和８年３月31日 事業開始年度 令和8年度

総事業費（Ａ）（円） 69,000,000 寄付金その他の収入予定額（Ｂ）（円） 0 差引額（Ａ-Ｂ）（円） 69,000,000 

対象経費支出予定額（円）
※補助率を乗じる前の額

69,000,000 

過年度に引き続き、婚姻件数や婚姻率の低下に歯止めをかけるべく、出会いの場の創出を重点的に行うほか、若い世代
に対するライフデザイン支援、子育てと仕事の両立支援、県と市町で協働した子育て環境の整備に重点的に取り組んでい
く。その際、EBPMを意識した事業を推進するため、参加者へのアンケート調査、市町との意見交換会等を通じて、次年度
以降により効果的な取組を行えるように留意する。

出生率等に影響を及ぼす少子化要因については、各市町ごと社会経済特性等の客観的指標による分析を行ってきたが、
実効性のある施策に必ずしも結びついていない現状がある。そこで、県と市町が協働し、新たに地域の居心地の良さや子
育ての満足感等の主観分析を行い、住民の価値観を明らかにし、市町ごとの特性や課題、住民が希望する子育て環境を
見える化する。その上で、結婚、妊娠・出産、子育てに温かい社会づくりに寄与する子育て環境の整備に関する戦略を県と
市町が協働して作成し、より実効性の高い施策立案･事業の実施を実現する。

番号 項目 内容

1

市町の子育て環境整
備戦略作成

各市町の社会経済特性による客観分析に加え、県と市町で協働して主観調査を実施し、その主観分析を踏まえ
た子育て環境の整備に関する戦略（ロジックフロー）を、県と市町が協働して作成することにより、結婚、妊娠・出
産、子育てに温かい社会づくりに寄与する子育て環境の整備に向けた実効性の高い施策立案・事業の実施を
実現する。
〇主観調査
目的：子育て環境の整備に関する戦略（ロジックフロー）を作成するための基礎資料として県と県内全市町（35市
町）が協働して主観調査を実施する。
協働：実施に当たっては、県内全市町が会員となっているしずおか結婚応援協議会が、調査票の設計等の協議
を実施する。各市町は対象者の住民基本台帳からの抽出等を実施する。また、調査票の配布の際には、県と市
町が協働で、広報、啓発活動を実施する。県全体での周知の他に、市町の各種イベント等を通じた、広報を実施
し、結婚、妊娠・出産、子育てに対する理解の促進にも取り組んでいていく。
仮称：結婚･出産･子育てに関するウェルビーイング調査
対象：県内在住の20歳から49歳の男女
対象数：105,000人（1市町あたり3,000人）※見込み
その他：主観調査の結果を各市町に対して共有し、結婚･出産･子育てに係る取組に活用

〇子育て環境の整備に関する戦略（ロジックフロー）作成
目的：市町が主体となり、客観分析・主観分析を踏まえ、結婚、妊娠・出産、子育てに温かい社会づくりに寄与す
る子育て環境の整備に向けた実効性の高い施策の立案を実現する。
協働：令和７年度に実施した市町別の社会経済特性の客観分析と、令和8年度に実施する主観分析の双方を踏
まえ、県、市町、地域住民、地域団体等の意見交換を通じて、戦略（ロジックフロー）を作成する。
対象：県内市町（4市町）
実施方法：①県、市町等との意見交換を実施
　　　　　②戦略（ロジックフロー（案）作成
　　　　　③ロジックフロー（案）を基に市町行政職員･地域住民、団体等との意見交換会（ワークショップ）を実施
　　　　　④意見を基に、ロジックフロー（案）を修正
　　　　　⑤ロジックフローの完成
　　　　　⑥施策の立案、実施等
　　　　　⑦県内全市町が参加する結婚応援協議会における事例の共有（成果報告会）による、横展開（県）

・

費
用
内
訳
（
円
）

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け

個
別
事
業
の
内
容



KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

しずおかマリッジにおける年間成婚件数 件 R8年度：30(R7～11年度） 41（R6年度）
男性の育児休業取得率 ％ 52.3（R8年度） 44.1（R6年度）

項目 単位 直近の実績値（時点）

合計特殊出生率 1.19（R6年）
婚姻件数 件 12,316(R6年）
婚姻率 3.6（R5年）

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

番号 項目

（アウトプット）

① 子育て環境の整備に関する戦略（ロジックフロー）作成市町 市町 4（R8年度） 「---」
② 成果報告会参加市町数 市町 35（R8年度) 「---」
③

④

⑤

（アウトカム) 

① 交付金事業に対する事業対象者（住民等）の満足度（該当事業に限る。） ％

② 希望どおりの結婚に向けて後押ししてくれたと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

③ 結婚、妊娠・出産、子育てに前向きになったと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

④ 子育てが社会から応援されていると思う県民の割合 ％ 52.7（R8年度) 44.4（R7年度）
⑤

⑥

⑦

⑧

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標
※全事業共通

参考指標
※全事業共通

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的
成果目標



個票

個票

別紙様式第１　様式２ ⑤

（令和７年度予算分） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （都道府県分）

自治体名 静岡県

本事業の担当部局名 健康福祉部こども若者局こども政策課

区分 諸謝金 賃金 報償費 旅費 需用費 役務費

総事業費 0 0 0 0 0 0 

対象経費支出予定額 0 0 0 0 0 0 

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0 0 

区分 委託料 使用料及び賃借料 負担金 補助金 計

総事業費 8,900,000 0 0 0 8,900,000 

対象経費支出予定額 8,900,000 0 0 0 8,900,000 

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0 

〇 ※上記対象経費支出予定額に本交付金の対象外となる経費は含まれていない。

＜自治体における少子化対策の全体像＞※全事業共通

＜本個別事業の位置付け＞

＜過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）＞

事業メニュー 結婚_妊娠・出産_子育てに温かい社会づくり・気運醸成事業

区分 一般メニュー

関連事業メニュー 3_1_1 その他、結婚、妊娠・出産、子育てに温かい社会づくり・気運醸成事業

個別事業名 こども・若者意見反映推進事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

継続

実施期間 令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 事業開始年度 令和6年度

総事業費（Ａ）（円） 8,900,000 寄付金その他の収入予定額（Ｂ）（円） 3,467,000 差引額（Ａ-Ｂ）（円） 5,433,000 

対象経費支出予定額（円）
※補助率を乗じる前の額

8,900,000 

過年度に引き続き、婚姻件数や婚姻率の低下に歯止めをかけるべく、出会いの場の創出を重点的に行うほか、若い世代に
対するライフデザイン支援、子育てと仕事の両立支援、県と市町で協働した子育て環境の整備に重点的に取り組んでいく。
その際、EBPMを意識した事業を推進するため、参加者へのアンケート調査、市町との意見交換会等を通じて、次年度以降
により効果的な取組を行えるように留意する。

これから結婚、妊娠、出産・子育て等を経験していくことになる、こども・若者や、既に子育てしている当事者に対して、県と市
町で連携し、「結婚、妊娠、出産、子育て、ライフデザイン支援」に係る意見聴取や意見反映を推進していくことで、こども・若
者を含む、県全体での「結婚、妊娠、出産、子育て、ライフデザイン支援」の気運醸成に繋げていくもの。

番号 項目 内容

1

オンラインプラット「こ
えのもりしずおか」を
活用したこども・若者
への意見聴取の実施

「結婚、妊娠、出産、子育てに温かい社会づくり」の気運を醸成するためには、これから結婚、妊娠、出産・子育て
等を経験していくことになるこども・若者や、既に子育てをしている若者の意見を聴取し、施策に反映していくこと
が効果的であると考えられる。そこで、県と市町で連携し、こどもや若者に対する「「結婚、妊娠、出産・子育て、ラ
イフデザインの支援」に係る意見聴取や意見反映を推進していくことで、県全体での気運醸成に繋げていく。

オンラインプラットフォーム「こえのもりしずおか」を活用し、こどもや若者に対する「結婚、妊娠、出産・子育て、ラ
イフデザインの支援」に係る意見聴取や意見反映を実施する。また、「こえのもりしずおか」を県と市町が共同で運
用し、連携して実施することで、県全体での気運醸成に繋げていく。県の他、共同で運用する市町のウェブサイト
に掲載、また各自治体で広報誌に掲載するなど、子育てにやさしい地域であることをアピールし、地域全体でこど
も・子育てを応援する気運醸成を図っていく。

〇意見聴取
県分：年４回程度実施予定
市町分：12市町×年１～４回、全26回程度実施予定
　「結婚、妊娠、出産・子育て、ライフデザインの支援」に関するテーマや設問等により意見聴取を実施する。併せ
て、こども･若者の意見を踏まえた質問の設定、県の子育て支援に関係する施策を前提資料として添付するな
ど、質問自体を気運醸成に繋げる取組、こども･若者から直接意見を聴取するワークショップ等の取組を行う。

・令和６年度から「こえのもりしずおか」の運用を開始、令和７年度から県・市町で「こえのもりしずおか」の共同運用をしているところであり、登録
者数は述びているものの、意見聴取のテーマ等によって、意見が少ない場合もある。
・今後は、既存の登録者が様々なテーマに対して、継続して意見聴取をしてくれるような周知の強化と、新規登録者を増加していくために、教育
委員会を通じた登録・意見の依頼の他、SNS等の周知についても強化していく。

費
用
内
訳
（
円
）

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け

個
別
事
業
の
内
容



KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

しずおかマリッジにおける年間成婚件数 件 R8年度：30(R7～11年度） 41（R6年度）
男性の育児休業取得率 ％ 52.3（R8年度） 44.1（R6年度）

項目 単位 直近の実績値（時点）

合計特殊出生率 1.19（R6年）
婚姻件数 件 12,316(R6年）
婚姻率 3.6（R5年）

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

番号 項目

（アウトプット）

① こえのもりしずおか登録者数 人 6,400(R8年度） 5,000(R7年度見込）

②

③

④

⑤

（アウトカム) 

① 交付金事業に対する事業対象者（住民等）の満足度（該当事業に限る。） ％ 80(R8年度） 「---」
② 希望どおりの結婚に向けて後押ししてくれたと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

③ 結婚、妊娠・出産、子育てに前向きになったと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％ 80(R8年度） 「---」
④ 子育てが社会から応援されていると思う県民の割合 ％ 52.7（R8年度) 44.4（R7年度）
⑤

⑥

⑦

⑧

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標
※全事業共通

参考指標
※全事業共通

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的
成果目標



個票

個票

別紙様式第１　様式２ ⑥

（令和７年度予算分） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （都道府県分）

自治体名 静岡県

本事業の担当部局名 健康福祉部こども若者局こども政策課

区分 諸謝金 賃金 報償費 旅費 需用費 役務費

総事業費 0 0 0 0 0 0 

対象経費支出予定額 0 0 0 0 0 0 

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0 0 

区分 委託料 使用料及び賃借料 負担金 補助金 計

総事業費 1,440,000 0 0 0 1,440,000 

対象経費支出予定額 1,440,000 0 0 0 1,440,000 

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0 

〇 ※上記対象経費支出予定額に本交付金の対象外となる経費は含まれていない。

＜自治体における少子化対策の全体像＞※全事業共通

＜本個別事業の位置付け＞

＜過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）＞

事業メニュー 結婚_妊娠・出産_子育てに温かい社会づくり・気運醸成事業

区分 重点メニュー

関連事業メニュー 3_2_3 育児休業取得と家事・育児分担の促進

個別事業名 仕事と家庭の両立支援事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

継続

実施期間 令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 事業開始年度 平成27年度

総事業費（Ａ）（円） 1,440,000 寄付金その他の収入予定額（Ｂ）（円） 0 差引額（Ａ-Ｂ）（円） 1,440,000 

対象経費支出予定額（円）
※補助率を乗じる前の額

1,440,000 

過年度に引き続き、婚姻件数や婚姻率の低下に歯止めをかけるべく、出会いの場の創出を重点的に行うほか、若い世代に
対するライフデザイン支援、子育てと仕事の両立支援、県と市町で協働した子育て環境の整備に重点的に取り組んでいく。
その際、EBPMを意識した事業を推進するため、参加者へのアンケート調査、市町との意見交換会等を通じて、次年度以降
により効果的な取組を行えるように留意する。

　当県では、結婚、出産、子育ての選択ができ希望がかなえられる社会を実現するため、仕事と育児の両立を支援するた
めの取組を推進している。女性が出産する前、出産した後、その後の仕事と育児の両立を実現するため、男性が家事と育
児に積極的に取組むことが必要であるため、男性の家事・育児の参加を促進するため、イベントの実施や父子手帳（シェア
ワセBOOK）を活用するもの

番号 項目 内容

1

父親参加型交流会 子育て家庭における母親の家事・育児負担の軽減やこどもの健全な育成のため、父親の子育て参加の推進が
重要であることから、遊びを通じた父親とこどもとのふれあいや交流機会を創出する父親参加型交流イベントを
県内の東・中・西部地区で各１回（計３回）開催する。
※参加予定人数：1,500人（500人×３回）

・アンケート結果を踏まえ、イベント内における保護者とこどもの関わり方について検討を行い、イベント参加後の保護者(主に父親)が、家事・育
児への参加意欲を高められるよう見直しを図る。
・市町の要望や、市町を通じた保護者の方の反応を踏まえ、内容を見直し、より多くの子を持つ男性が活用することで、育児と仕事の両立支援
を促進する。

費
用
内
訳
（
円
）

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け

個
別
事
業
の
内
容



KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

しずおかマリッジにおける年間成婚件数 件 R8年度：30(R7～11年度） 41（R6年度）
男性の育児休業取得率 ％ 52.3（R8年度） 44.1（R6年度）

項目 単位 直近の実績値（時点）

合計特殊出生率 1.19（R6年）
婚姻件数 件 12,316(R6年）
婚姻率 3.6（R5年）

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

番号 項目

（アウトプット）

① 父親参加型交流会　参加人数 人 2,200（R8年度） 2,132（R7年度）
② 父親参加型交流会　募集定員数に対する参加者数の割合 ％ 100（R8年度） 100（R7年度）
③ 父子手帳配布市町数 市町 35(R8)
④

⑤

（アウトカム) 

① 交付金事業に対する事業対象者（住民等）の満足度（該当事業に限る。） ％

② 希望どおりの結婚に向けて後押ししてくれたと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

③ 結婚、妊娠・出産、子育てに前向きになったと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

④ （父親参加型交流会）参加後に新たに家事・育児で取り組む項目があると答えた参加者の割合 ％ 50（R8年度） 42（R7年度）
⑤ （父親参加型交流会）父子手帳の認知度 ％ 80（R8年度) 「---」
⑥

⑦

⑧

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標
※全事業共通

参考指標
※全事業共通

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的
成果目標



個票

個票

別紙様式第１　様式２ ⑦

（令和７年度予算分） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （都道府県分）

自治体名 静岡県

本事業の担当部局名 健康福祉部こども若者局こども未来課

区分 諸謝金 賃金 報償費 旅費 需用費 役務費

総事業費 0 0 0 83,000 0 0 

対象経費支出予定額 0 0 0 83,000 0 0 

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0 0 

区分 委託料 使用料及び賃借料 負担金 補助金 計

総事業費 3,608,000 0 0 0 3,691,000 

対象経費支出予定額 3,608,000 0 0 0 3,691,000 

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0 

〇 ※上記対象経費支出予定額に本交付金の対象外となる経費は含まれていない。

＜自治体における少子化対策の全体像＞※全事業共通

＜本個別事業の位置付け＞

＜過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）＞

事業メニュー ライフデザイン・結婚支援重点推進事業

区分 重点メニュー

関連事業メニュー 1_2_2 若い世代の描くライフデザイン支援

個別事業名 若い世代向け結婚･子育て等ライフデザイン応援事業（学校への出前講座）
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

継続

実施期間 令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 事業開始年度 令和5年度

総事業費（Ａ）（円） 3,691,000 寄付金その他の収入予定額（Ｂ）（円） 0 差引額（Ａ-Ｂ）（円） 3,691,000 

対象経費支出予定額（円）
※補助率を乗じる前の額

3,691,000 

過年度に引き続き、婚姻件数や婚姻率の低下に歯止めをかけるべく、出会いの場の創出を重点的に行うほか、若い世代に
対するライフデザイン支援、子育てと仕事の両立支援、県と市町で協働した子育て環境の整備に重点的に取り組んでいく。
その際、EBPMを意識した事業を推進するため、参加者へのアンケート調査、市町との意見交換会等を通じて、次年度以降
により効果的な取組を行えるように留意する。

当県では、結婚や出産の希望がかなえられる社会の実現のため、若者が働くことや結婚、家庭を持つことについて様々な
夢を描きその夢をかなえることができるよう、キャリア教育の充実に取り組んでいる。
　これまでの職業観の醸成に加え、結婚や出産・子育てなどのライフイベントも含めたライフデザインを考える機会を若い世
代に提供することで、より具体的な将来を描けるよう支援する必要がある。

番号 項目 内容

1

学校への出前講座 　学校や大学でのキャリア教育と連携し、結婚、子育て、仕事等の将来の様々なライフイベントに柔軟に対応す
るための知識や情報を総合的に学ぶ機会を提供する。
　講師には、キャリアコンサルタントのほか、地域の子育て支援団体と連携し、結婚や子育て・仕事のロールモデ
ルも参画し、生徒・学生が自らのライフプランを描く演習を交えた内容の講義とする。
　生徒・学生の意識変化を把握するため講座前後でアンケートを実施する。
　県内の幅広い地域で実施し、地域における取組の横展開を図る。
　・対象：中学生、高校生、大学生
　・実施校：20校程度（中学校８校、高等学校１０校、大学２校）　各校30人～100人程度

・アンケート結果を活用し、各世代に応じた講座の内容について検討を行い、より効果的に実施されるよう見直しを図る。
・受講者がより主体的に講座に取り組むことが出来るよう、自らのライフプランを描く演習を重視して実施する。

費
用
内
訳
（
円
）

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け

個
別
事
業
の
内
容



KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

しずおかマリッジにおける年間成婚件数 件 R8年度：30(R7～11年度） 41（R6年度）
男性の育児休業取得率 ％ 52.3（R8年度） 44.1（R6年度）

項目 単位 直近の実績値（時点）

合計特殊出生率 1.19（R6年）
婚姻件数 件 12,316(R6年）
婚姻率 3.6（R5年）

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

番号 項目

（アウトプット）

① 出前講座受講者数 人 1100（R8年度） 1,083（Ｒ8.1.1時点）

②

③

④

⑤

（アウトカム) 

① 交付金事業に対する事業対象者（住民等）の満足度（該当事業に限る。） ％

② 希望どおりの結婚に向けて後押ししてくれたと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

③ 結婚、妊娠・出産、子育てに前向きになったと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

④ 出前講座においてライフデザインについて考えるきっかけとなった参加者の割合（満足度） ％ 95（R8年度） 94.3(R8.1.1時点）

⑤

⑥

⑦

⑧

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標
※全事業共通

参考指標
※全事業共通

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的
成果目標



個票

個票

別紙様式第１　様式２ ⑧

（令和７年度予算分） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （都道府県分）

自治体名 静岡県

本事業の担当部局名 健康福祉部こども若者局こども未来課

区分 諸謝金 賃金 報償費 旅費 需用費 役務費

総事業費 0 0 0 9,000 0 0 

対象経費支出予定額 0 0 0 9,000 0 0 

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0 0 

区分 委託料 使用料及び賃借料 負担金 補助金 計

総事業費 0 0 0 3,000,000 3,009,000 

対象経費支出予定額 0 0 0 3,000,000 3,009,000 

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0 

〇 ※上記対象経費支出予定額に本交付金の対象外となる経費は含まれていない。

＜自治体における少子化対策の全体像＞※全事業共通

＜本個別事業の位置付け＞

＜過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）＞

事業メニュー ライフデザイン・結婚支援重点推進事業

区分 一般メニュー

関連事業メニュー 1_1_6 その他、ライフデザイン・結婚支援重点推進事業

個別事業名 若い世代向け結婚･子育て等ライフデザイン応援事業（子どもや子育て世代との交流・体験事業）
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

継続

実施期間 令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 事業開始年度 令和5年度

総事業費（Ａ）（円） 3,009,000 寄付金その他の収入予定額（Ｂ）（円） 0 差引額（Ａ-Ｂ）（円） 3,009,000 

対象経費支出予定額（円）
※補助率を乗じる前の額

3,009,000 

過年度に引き続き、婚姻件数や婚姻率の低下に歯止めをかけるべく、出会いの場の創出を重点的に行うほか、若い世代に
対するライフデザイン支援、子育てと仕事の両立支援、県と市町で協働した子育て環境の整備に重点的に取り組んでいく。
その際、EBPMを意識した事業を推進するため、参加者へのアンケート調査、市町との意見交換会等を通じて、次年度以降
により効果的な取組を行えるように留意する。

当県では、結婚や出産の希望がかなえられる社会の実現のため、若者が働くことや結婚、家庭を持つことについて様々な
夢を描きその夢をかなえることができるよう、キャリア教育の充実に取り組んでいる。
　これまでの職業観の醸成に加え、結婚や出産・子育てなどのライフイベントも含めたライフデザインを考える機会を若い世
代に提供することで、より具体的な将来を描けるよう支援する必要がある。

番号 項目 内容

1

子どもや子育て世代
との交流・体験

　子育て支援団体への助成を通して、若い世代が子どもや子育て世代との交流や体験の中から、結婚や子育て
を実感し、将来のライフデザインを描く機会を提供する。
　地域での支援を通じて、すでに子どもと子育て世代とつながっている子育て支援団体と連携することで、より具
体的・効果的な交流・体験が実現できるため、県の目的を理解し、課題解決に共に取り組むことができる子育て
支援団体の事業を助成する。
　地域で子育て支援活動を行う団体に助成することにより、子育て支援団体の育成や活動の活性化を図るととも
に、地域の子育て力の強化に繋げていく。
　事業の採択にあたっては、地域に根付いている団体の自主性に加え、アンケート結果等の若い世代の意見を
踏まえた検討を行い、地域力の更なる強化や、若い世代の意見の反映へと繋げていく。
　また、補助事業の実施レポートを県が運営する子育て支援ポータルサイトに掲載し周知することで、他団体へ
の横展開や地域全体でこども・子育てを応援する気運醸成を図っていく。
　・対象：子育て支援団体（個人・企業除く）　
　・対象事業：若い世代が結婚や子育て、仕事等を含む将来のライフプランを描くきっかけづくりとなる事業　　　　　　　　 
　・補助数：６団体程度　　・補助率：10/10　　・上限額：50万円/団体

アンケート結果等を踏まえ、事業採択要件の見直しなど検討を行い、より効果的に実施されるよう改善を図る。

費
用
内
訳
（
円
）

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け

個
別
事
業
の
内
容



KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

しずおかマリッジにおける年間成婚件数 件 R8年度：30(R7～11年度） 41（R6年度）
男性の育児休業取得率 ％ 52.3（R8年度） 44.1（R6年度）

項目 単位 直近の実績値（時点）

合計特殊出生率 1.19（R6年）
婚姻件数 件 12,316(R6年）
婚姻率 3.6（R5年）

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

番号 項目

（アウトプット）

① 助成した子育て支援団体数 団体 6（R8年度） 8（Ｒ8.1.1時点）
②

③

④

⑤

（アウトカム) 

① 交付金事業に対する事業対象者（住民等）の満足度（該当事業に限る。） ％

② 希望どおりの結婚に向けて後押ししてくれたと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

③ 結婚、妊娠・出産、子育てに前向きになったと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

④ 子育て支援団体の事業でライフデザインについて考えるきっかけとなった参加者の割合（満足度） ％ 90（R8年度） 80（R8.1.31時点）

⑤

⑥

⑦

⑧

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標
※全事業共通

参考指標
※全事業共通

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的
成果目標



個票

個票

別紙様式第１　様式２ ⑨

（令和７年度予算分） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （都道府県分）

自治体名 静岡県

本事業の担当部局名 健康福祉部こども若者局こども未来課

区分 諸謝金 賃金 報償費 旅費 需用費 役務費

総事業費 0 0 0 0 0 0 

対象経費支出予定額 0 0 0 0 0 0 

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0 0 

区分 委託料 使用料及び賃借料 負担金 補助金 計

総事業費 15,000,000 0 0 0 15,000,000 

対象経費支出予定額 15,000,000 0 0 0 15,000,000 

対象外経費支出予定額 0 0 0 0 0 

〇 ※上記対象経費支出予定額に本交付金の対象外となる経費は含まれていない。

＜自治体における少子化対策の全体像＞※全事業共通

＜本個別事業の位置付け＞

事業メニュー 結婚_妊娠・出産_子育てに温かい社会づくり・気運醸成事業

区分 重点メニュー

関連事業メニュー 3_2_2 地域全体で結婚・子育て、子育てと仕事の両立と多様な働き方を応援する気運醸成

個別事業名 しずおかふじさんっこ推進事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

継続

実施期間 令和8年4月1日 ～ 令和9年3月31日 事業開始年度 平成18年度

総事業費（Ａ）（円） 15,000,000 寄付金その他の収入予定額（Ｂ）（円） 0 差引額（Ａ-Ｂ）（円） 15,000,000 

対象経費支出予定額（円）
※補助率を乗じる前の額

15,000,000 

過年度に引き続き、婚姻件数や婚姻率の低下に歯止めをかけるべく、出会いの場の創出を重点的に行うほか、若い世代に
対するライフデザイン支援、子育てと仕事の両立支援、県と市町で協働した子育て環境の整備に重点的に取り組んでいく。
その際、EBPMを意識した事業を推進するため、参加者へのアンケート調査、市町との意見交換会等を通じて、次年度以降
により効果的な取組を行えるように留意する。

　本事業は、プランのこども施策を推進するために必要な事項である、「こども施策の共通の基盤となる取組」に位置づけて
いる。こども・若者に関連のあるイベントや、出会いから子育てまでの切れ目のない支援に係る情報発信等を行い、こども・
若者や子育て当事者を社会全体で応援する気運の醸成を図るものである。

番号 項目 内容

1

しずおか子育て優待
カードアプリの改修

（1）子育て当事者を社会全体で支える気運の醸成
優待カードのアクティブユーザーや新規ユーザーを増加させるために、協賛店舗の拡充と広報（ポータルサイト
やポスター）を実施する。
①子育て応援の店の登録システムを整備し、参画しやすい仕組みをつくる。また既存の店舗の確認を行い、実
態（店舗の閉店や移転等の情報）に合わせ更新する。
②既存の子育て応援の店を表示するマップ（検索）機能に子育て支援情報（おむつ交換台、授乳室等）の場所を
追加し、子育て世帯の外出・移動支援を行う。

（2）子育てポータルサイトとの連携
優待カードや協賛店舗についての情報を子育てポータルサイトに掲載し、幅広く広報する。

（3）ユーザーの機能性向上
アプリ内にアンケート機能を設け、ユーザーの求める情報についての意見を収集することで今度の改修や、利便
性の向上を図っていく。

（4）市町との連携
すでに優待カードの配布や協賛店舗の登録（一部）等において連携しているが、新登録システムの周知（ポス
ターの掲示やチラシの配布）や協賛店舗の拡充において連携することで、ユーザーの新規確保と利便性の向上
を図る。

費
用
内
訳
（
円
）

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け



＜過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）＞

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

しずおかマリッジにおける年間成婚件数 件 R8年度：30(R7～11年度） 41（R6年度）
男性の育児休業取得率 ％ 52.3（R8年度） 44.1（R6年度）

項目 単位 直近の実績値（時点）

合計特殊出生率 1.19（R6年）
婚姻件数 件 12,316(R6年）
婚姻率 3.6（R5年）

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

番号 項目

（アウトプット）

① 子育て優待カードの認知度（配布対象者） ％ 100（R8年度） 92.0(R7年度)
② ふじさんっこ応援隊参加団体数 団体 2350（R8年度） 2,133(R7年度)
③

④

⑤

（アウトカム) 

① 交付金事業に対する事業対象者（住民等）の満足度（該当事業に限る。） ％

② 希望どおりの結婚に向けて後押ししてくれたと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

③ 結婚、妊娠・出産、子育てに前向きになったと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

④ 子育てが社会から応援されていると思う県民の割合 ％ 52.7（R8年度) 44.4（R7年度）
⑤

⑥

⑦

⑧

2

子育てポータルサイト
「ふじさんっこ☆子育
てナビ」の改修

（1）子育て支援情報の提供にとどまらず、地域全体が子育てを支える意識を共有し、行動につなげるための基
盤としてポータルサイトを改修する。
改修では以下のコンテンツを追加する。
①県の子育て関連基本情報の紹介、魅力の発信
前向きな子育て関係指標を掲載することで、子育て世帯にとっての県の魅力を発信する。
②子育て世代のための取り組みの紹介
子育て当事者の実体験を可視化することで、地域住民一人ひとりが自分事として子育てを捉える機会を創出す
る。また県独自の（男性育休取得に関する制度等）制度に関する広報を実施。
③県内市町と連携し、発信情報を整理
県が所管する教育、医療、福祉の情報を発信し、市町では把握できない情報も一元的に提供する。県内半数の
市町ではサイトを持っていないため、住んでいる市町による情報格差を解消する。
④子育て世帯向けの観光情報を掲載することで、子育て世帯の積極的な外出を促すと同時に、県内への観光
流入にもつなげていく。
⑤県内で実施される子育て関連イベント情報の掲載を行う。イベント情報の掲載は運営側、子育て世帯の双方
に有益であり、県のポータルサイトで告知することで、市町を超えた広域での外出・移動支援にも効果的で県外
からの流入も見込む。

（２）子育て優待カードアプリとの連携
ポータルサイトの更新情報等を優待カード利用者にも通知することで、子育て支援に関する情報が幅広く子育て
世帯に届くようにする。

3

ふじさんっこ応援隊の
推進

（1）子育て“参加型”の気運作り
地域住民や企業、NPO等の団体が子育てを「支える側」として参画できる仕組みとして、ふじさんっこ応援隊を推
進する。役割を持って関わる体験を通じて、子育てを社会全体で支えるという意識の定着を図る。

（２）活動の広報
子育てポータルサイトにおいて、ふじさんっこ応援隊の取組について広報できるページを設けることで、一層の活
動の推進と応援隊の新規参画を増やしていく。

（３）経済団体との連携
ふじさんっこ応援隊を推進する”ふじのくに”子ども・子育て応援県民会議等に参画する経済団体に呼びかけ、応
援隊や優待カード協賛店舗の拡充をすることで、子育てを社会全体で支える気運醸成の裾野を広げる。

■しずおか子育て優待カード事業
・協賛店舗が分かりづらく利用しづらいといった声があり、事業そのものの周知や利便性の向上が求められる。また、実態に合っていない（閉店
や移転等）こともあり、情報の更新が必要。
・協賛店舗が伸び悩んでいるため、認知度の向上を図るための広報活動を実施する。
■子育て支援ポータルサイト「ふじさんっこ☆子育てナビ」
・サイト立ち上げから13年が経過し、操作性の悪さやデザインの古さが指摘されている。サイト内容の見直しや、新規情報の更新等を実施して
いるが、現在の子育て世代に合わせたサイト構成への改修を実施予定。アクセス数についても減少傾向のため、アプリと同様に広報活動を実
施する。

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標
※全事業共通

参考指標
※全事業共通

個
別
事
業
の
内
容

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的
成果目標


